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問題提起-1

技術立国の再生
－日本のイノベーション力を高めるために

■技術革新成功の条件
私は『技術立国再び　モノ作り日本の競争力基盤』

（N T T出版）で、日米の半導体や自動車などの産業の比較

を行い、一つの結論に達しました。技術革新は企業が独

立して行うものではなく、ライバル企業や大学、政府と

いった外部プレイヤーとの相互作用の中で生じてくるも

ので、技術革新成功の鍵は市場・技術情報・競争で、

各々その相互作用の中で異なった効き方をしてきます。

鍵の効き方には、それぞれの国の顔と呼べるような独特

なものがあり、あたかも遺伝子が存在するかのごとく、

過去から将来に何らかの影響を与える性格のような

National Innovation Systems(NIS)をもっています。

そこで、市場・技術情報・競争という観点から、技術

革新の成功例と失敗例を見ることによって、技術立国た

る日本のイノベーション力を高める方法を考えてみます。

■技術革新の成功例と失敗例
通産省・電電公社でのトランジスタ研究は、アメリカ

から入手した文献をもとに行うという劣悪な研究環境で、

技術情報は限られていました。一方、日本のトランジス

タ産業の幕開け役を果たした神戸工業と東通工（現ソニ

ー）の場合、ベル研究所と直接技術情報を交換できたり、

独自のルートで情報を入手したりと、技術情報の面で有

利だったことが成功につながりました。

超L S Iは、I B MのF u t u r e S y s t e mという革新的な計画に

より市場が確実になり、日本の半導体産業を世界のトッ

プに押し上げた超L S I研究組合によって、日本の半導体メ

ーカーは装置メーカーから製造技術を高めるのに不可欠

な高レベルの技術情報を得ることができました。また競

争という点においても、巨大なライバルであるI B Mはも

ちろん、国内でも熾烈な競争があり、技術革新成功の三

つの鍵が揃っていました。

アメリカの半導体産業の成功は、海軍の電子部品調達

の市場に向けてシリコントランジスタが開発され、同時

に空軍の装備品小型軽量化の市場めがけてI C（集積回路）

が開発されたことから始まりました。米軍は先端的な市

場を提供するとともに、当時は信頼性の低かったI Cとシ

リコントランジスタに、我慢強く市場を与え続けました。

また、ユーザーとして高度な技術情報をフィードバック

すると同時に、企業、大学に米軍の研究がアウトソーシ

ングされました。競争という点では、5 5年にD O Dがディ

フュージョン・プロセスの無差別ライセンスを指示した

ことにより、ベル研対その他という構図からの変化が生

じ、市場価格よりも高い米軍のプレミア価格を目指した

新規参入の促進も行われました。

日本の失敗例としては、マイクロプロセッサ（M P U）

とコンピュータの第五世代プロジェクトがあります。日

本で生み出されたM P Uのコンセプトは、日本ではなくア

メリカで花開きました。これは、日本企業の先見性の問

題というよりは、日本企業が使えた技術情報が限られて

いたことが大きな理由です。当時日本では、半導体とい

えばカラーテレビ向けのものが主流で、各社は製造技術

を高めようと躍起でした。しかし、インテル社では、ス

タンフォード大学のP H Dをもつ入社間もない研究者を使

って、M P Uの基本設計を行いました。これは、大学の技
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術情報を上手に利用して成功した例といえます。日本企

業は、この技術情報がなかったために、M P Uの技術革新

に成功することができなかったのです。

第五世代プロジェクトは、市場の不確実性により失敗

しました。第五世代が始まった8 0年代当初、特別なハー

ドに特別なソフトを組み合わせる方法でA I（人工知能）

の可能性を追求することが合理的だと考えられていたの

です。1 0年後にオープン・アーキテクチャーの時代が訪

れ、市場が全く変わってしまうことなどは、誰も想像で

きませんでした。

アメリカの失敗例としては、M I Tが空軍のプロジェク

トで開発したN C工作機械があります。アメリカでは、国

防用に特化した複雑で高価な機械をメーカーが作り続け、

自動車メーカーは関心を示しませんでした。ところが、

日本ではN C化競争が起こり、自動車メーカーをはじめと

する市場があったことが、技術革新の成功をアメリカか

ら日本にもたらしました。

■日本のNISの特徴と問題点
技術革新のライフサイクルは、四つのフェーズに分ける

ことができます。新技術が市場に投入されるフェーズ I で

は、その技術が適切に機能を果たすかが競争の条件になり

ます。フェーズ IIでは、市場が拡大して価格と品質がポイ

ントになります。フェーズIIIでは競争条件が明確化し、フ

ェーズ IVでは製品なり技術が標準化されて、サプライヤ

ーの技術力と設備投資力が重要になってきます。

アメリカでは、先端的ユーザーといわれるD O Dが存在

し、企業は大学から技術情報が得られ、起業家精神があり

ました。このため、アメリカのN I Sの特徴はフェーズ I で

力を発揮することです。日本には、フェーズ IIに必要な製

造技術力と、フェーズIIIに必要な企業間の密接な関係があ

るので、フェーズ II、IIIで力を発揮し得るタイプです。

日本のN I Sの問題は、企業と政府、企業と大学の関係

の二つにあります。日本には、重要な技術や産業に目標

を設定して、官民協力で達成するターゲティング・ポリ

シーがありますが、これはキャッチアップ段階で有効に

機能するシステムです。しかし、技術的にフロントラン

ナーの域に入った現在の日本では、うまく機能しません。

今後は、新しい市場を切り開くような技術革新が必要と

されます。

また、1 9世紀後半には産学連携で世界でも最先端の国

という評価がされていた日本も、戦後の大学の制度化に

よって、企業と大学の自由な関係が失われ、日本のN I S

がライフサイクルの早期段階で力を発揮し得ない原因と

なっています。

一方、日本がこれまで培ってきた先端技術を製品化す

る遺伝子の重要性は、ますます高まっています。製品寿

命の短縮化、製品化の先陣争いの激化、多様なニーズに

応える必要性の向上、製造技術は製品技術より移転しに

くいという理由から、ハイテク分野においては製造技術

の戦略的価値も向上しています。しかし、技術革新成功

の鍵の新たな発現が、現在の環境のために封じ込められ

ています。そのため、政府は先進的市場の競争インフラ

を作り、ジェネリック・リサーチに力を入れ、民生市場

の先端性を高めて規模を拡大化し、より競争的な環境を

企業に提供することを、ターゲティング・ポリシーの目

標にする必要があります。

ジェネリック・リサーチにおいて、日本企業は大学か

らの技術の流れやライセンスを、これまで以上に必要と

しています。その際に、かつて日本がもっていた産業と

大学の自由な関わり合いを復活させ、企業も大学も自ら

の責任においてプロジェクトを運営する形を作り出すこ

とが最大のポイントとなるでしょう。

問題提起-2

テクノリージョンの作り方

■日本の現状と問題点
私はテクノリージョンを、高度な産業集積、ベンチャ

ー企業が生成・死滅を繰り返して淘汰を起こし、自律性

をもっているシリコンバレーのような地域と定義してい

ます。

このテクノリージョンをもたないことが、今後の日本

経済に悪影響を与えているのではないかと考え、特許数

をもとにしたイノベーション活動で日本の現状を調べて
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みました。すると、日本では地理的に東京、インスティ

チューション別には大企業にイノベーション活動が集中

していることがわかりました。一方、アメリカでは地理

的にも、インスティチューション別で見てもイノベーシ

ョン活動が分散していました。

このような一極集中が、日本経済の足かせとなってい

ます。日本では、6 0年代から地域振興として一極集中し

た人口や工場を東京から分散させるための法律ができま

した。しかし、こうした法律は地域に新産業の芽を育て

るという視点が欠落しており、あまり役に立ちませんで

した。さらに 8 5年以降は、日本企業は工場をアジアに移

転し、現在ではA S E A Nと中国の企業誘致活動は激化する

方向にあります。シンガポールは日本と自由貿易協定を

結ぶことによって、投資を引きつけたいと考えています。

このような状況の中で、地方は工場誘致での限界を迎え

ています。今後、イノベーション活動の多様化を起こす

には、地方が内側から新しい産業を興すような活動が必

要となってきます。

もう一つの問題点は、技術革新への乗り遅れです。市

場や技術革新の方向が見えないときには、目標の設定が

難しくなります。大企業の場合、どこかに目標を定めて

動き出したとしても、途中で頓挫してしまうと、大企業

ゆえに方向転換がすぐにはできません。そこで、こまわ

りのきくベンチャー企業があらゆる方向に挑戦していく

ことが、地域の一つの戦略になってきます。その中で、

市場に受け入れられる企業や淘汰される企業が現れ、ま

た新たなベンチャー企業が生み出されるという繰り返し

によって、技術革新への乗り遅れを防ぐことができます。

■テクノリージョンを作り上げるには
従来的な新産業育成として「産学官」という言葉がよ

く使われますが、この言葉はあまり意味がありません。

テクノリージョン形成には『知的資源の源泉』、『経営資

源・資金の源泉』、地域全体を見渡す『コーディネーター』

の３条件が必要となってきます。

テクノリージョンが作り上げられていくときには、大

学や企業といった知的資源の源泉からのスピン・オフに

よってベンチャー企業が生じ、ベンチャー企業からのス

ピン・オフの繰り返しにより、地域に産業が集積してき

ます。例えば、シリコンバレーはスタンフォード大学か

らのスピン・オフの連続で産業が集積してきました。シ

ョックレーが研究所を作り、そこからのスピン・オフで

フェアチャイルド・セミコンダクター社ができ、そこか

らさらにスピン・オフしてインテル社などの半導体会社

ができてくるという形で、テクノリージョンが形成され

ました。広域ボストンでは、ハーバード大学医学部や

M I T生物学部からのスピン・オフでベンチャー企業が集

積し、バイオテクノロジー分野の産業集積が起こってい

ます。広域ワシントンD . C .には、M C Iコミュニケーショ

ン（現ワールドコム）や国立衛生研究所（N I H）、インタ

ーネットを作った国防総省高等計画局（A R P A）の役人

がスピン・オフしてベンチャー企業を作りました。

アメリカでは、経営資源・資金の源泉となるベンチャ

ー・キャピタルの4 0％近くがシリコンバレーに、2 0％が

広域ボストンに集中しています。この二つの地域では、

地元にベンチャー・キャピタルが存在することが強みと

なって、産業が集積してきました。

テクノリージョンを作るときに最も重要なのが、コー

ディネーターです。コーディネーターの例として、シリ

コンバレーにはスタンフォード大学の副学長になったフ

レデリック・ターマンがいます。彼は、教え子のヒュー

レットとパッカードの企業設立に援助する、地域企業の

技術者を対象にした働きながら学位が取れる優等共同プ

ログラムを作る、スタンフォード・リサーチ・パークを

建設するといったことを行いました。また、それほど優

れた大学ではなかったスタンフォード大学に、ショック

レーやリンビルといった優秀な人材の誘致を行い、狭い

範囲で高度なテクノリージョンを目指す戦略を取り、シ

リコンバレーに高度な産業集積を作り上げました。

テキサス大学オースティン校経営大学院の学長を務め

たジョージ・コズメツキーも、コーディネーターです。

彼は、オースティン・テクノロジー・インキュベーター

を作る、ベンチャー企業を興したい人とベンチャー・キ

ャピタリストをマッチングさせるザ・キャピタル・ネッ

トワークを作る、ソフトウエア関連の福利厚生を共同で

行うオースティン・ソフトウエア・カウンシルや起業家

向けのセミナーなどを行うシステムを作り上げました。

■テクノリージョンとして成功するためには
大学や研究機関を核にしたテクノリージョン作りは、

いま世界的な潮流になっています。大学を核にリサー

チ・パークを作り、インキュベーターを作るという形で

テクノリージョンを目指しているところが多いのですが、

テクノリージョンとして成功するためには、起業家精神、
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エンジェル、スピン・オフの三つの連鎖を起こすことが

必要です。

起業家精神の連鎖は、シリコンバレーのようにベンチ

ャー企業の成功モデルが、さらに新しいモデルを生み出

して、「起業しよう」という熱気をその地域にもたらしま

す。

エンジェルの連鎖では、すでに起業して成功を収めた

人が、会社の売却益で若い人を支援したり、会社の会長

になって経営全体を指導するようになり、経営資金と経

営ノウハウが下の世代に回り始めます。また、起業家が

集まってくるところにベンチャー・キャピタリストも集

まり、ベンチャー・キャピタリストが集まってくるとこ

ろに起業家が集まってくるといった相互吸引も生じてき

ます。

スピン・オフの連鎖によって地域に企業が定着すると、

高度に集積した産業地域が生まれ、そこを目指して世界

中から研究所が集まってきます。そしてさらに産業集積

が高度化して、より研究所が集まるようになるイノベー

ション活動集中の法則も生じてきます。この連鎖反応を

起こして自律性をもった地域が、テクノリージョン成功

の道をたどることになるのです。

つくばには、知的資源の源泉がたくさんあります。そ

こから起業家精神の連鎖を起こして、連鎖のサイクルを

一回転させていくことができれば、あとは弾みがついて

自律性をもつようになってくるでしょう。そのためにも、

テクノリージョン成功の鍵を握るコーディネーターの出

現が望まれます。

会場との質疑

■つくばはテクノリージョンになれるか
質問：つくばはなぜテクノリージョンになり得ないのか。

東：スピン・オフの原点は、居心地の悪さです。日本で

は、大企業や国立大学の居心地がいいのではないか。

油木：つくばに限らず、日本の産業クラスター構想は成

果が上がっていません。問題は、大学から技術情報が流

れてこない、企業のニーズと大学の研究に乖離があるこ

とです。大学の技術が、大学の研究者とともに市場に移

っていくことが、テクノリージョン形成には重要です。

江崎：日米の違いとして、人のモビリティの違いがあげ

られます。アメリカは終身雇用の制度がないので、モビ

リティが高い。

質問：日本では何ヵ所でテクノリージョン形成が可能か。

東：福岡、札幌、京都で、テクノリージョン形成の条件

が整い始めています。

質問：つくばの役割は、他地域のテクノリージョン形成

を支援することではないか。

東：いかに通信が発達しても、研究者と直接会って話を

する中での情報交換の密度のほうが、地域を越えたとこ

ろとの情報交換よりもはるかに濃い。つくばが他のテク

ノリージョンの支援をするよりも、つくばでテクノリー

ジョンを形成するほうがずっとやさしいのではないでし

ょうか。

■つくばをテクノリージョンとするには
質問：日本のベンチャーが育たない背景には、個人の発

想や個性を大事にし、他人と違う意見をもち、自己主張

するという点が欠けているのではないか。

油木：日本人にもベンチャーの資質はあります。ベンチ

ャーを日本で育てるには、技術情報が大きな課題となり、

大学の役割が重要です。また、スタンフォードやM I Tで

は、技術系の人とビジネススクールで学んだ人が組んで、

ベンチャーを興すことがある。日本でも技術面のみなら

ず、経営戦略面での教育が重要です。

質問：つくばには、経営資源・資金の源泉、コーディネ

ーターが不足しているのではないか。

東：経営資源の源泉はビジネススクールなので、つくば

に経営学大学院を作るべきです。コーディネーターとし

ては、河本先生に期待しています。

質問：既存の分野ではキーパーソンを出すというように、

分野ごとに目標を変える必要があるのではないか。

東：それは必要です。つくばに大きな知的集積があるこ

とは、的が絞りにくく、テクノリージョン形成上マイナ

スになるかもしれません。テクノリージョンを最初に立

ち上げるときは、業種を特化したほうがいいでしょう。

油木：アメリカは、D O Dなどからのディザイアーに沿っ

て、大学側に基礎研究を発注するディザイアー・ドリブ

ン・リサーチが多く、焦点が初めから絞られています。

質問：つくばが、テクノリージョン型学園都市になるた

めのキーワードを４点あげてください。

東：研究者のやる気、資金、経営学大学院、コーディネ

ーター。

講演録
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■既存企業と自治体の役割
質問：つくばは半径4 0 k mに約6 0の工業団地があり、中小

企業、食品加工、建材といった付加価値の低い、しかも

東京という大消費地をベースにした物流に有利な産業が

多い。研究機関との交流という面ではアダプトしにくい

企業と、どのように連携して新産業に転換させればいい

のか。

東：技術的な距離が近ければ転換できるが、遠いと転換

は難しい。必ずしも筑波研究学園都市に、これらの企業

をアダプトさせる必要はないのではないか。

質問：新産業ができて、経済が活性化すればどんな産業

でもいいのか。

油木：企業活動は、社会、市民、株主であるステークホ

ルダーとどう向き合い、その中でどんな責任を果たして

いくかが重要になってきます。企業の社会的な責任は、

事業活動を通じて社会的に有用な財なりサービスを提供

することですから、必ずしもどんな産業でもいいという

わけではありません。

質問：テクノリージョンの中で、既存企業はどのような

役割を果たせるのか。

東：テクノリージョンの技術が向かう方向に、既存企業

も向かい、産業集積をより高度化させる方法が取れます。

質問：情報通信分野で考えられる先進的市場競争インフ

ラは、どのようなものか。特に、地方自治体で考えられ

るものはあるか。

油木：N T Tを含めたテレコムキャリアの競争を、どう強

化していくかがポイント。日本で携帯電話がはやった背

景には、携帯電話会社間の激しい競争の結果、全国でデ

ジタル化が終わっていたことがあげられます。アメリカ

の場合、携帯電話会社間の競争は日本ほど直接的なもの

ではない。このため、アナログのネットワークのデジタ

ル化が進まず、i-mode等のサービスは普及していない。

自治体の役割として、市場を提供することがあげられ

ます。例えば、電子自治体となるためにシステム調達を

する場合は、技術力やソフトの力、システム力も総合的

に評価して市場を提供することによって、先進的な市場

となることができる。それによって地場の産業が潤い、

技術力強化にプラスに働くという状況が生まれてくる。

■政府の役割と求められる柔軟性
質問：ベンチャー企業の生成と消滅によって、人の異動

や労働者の失業が生じますが、再教育や社会保障の問題

はどのように解決、対応すればよいのか。

東：日本の社会が現在抱えている悪い点は、破壊が起こ

っていないことです。建設会社にしろ、銀行にしろ、政

府が支えている。破壊が起こったときに興る新産業こそ

が最大の失業保険だという考え方をして、政府はミニマ

ムな再教育や失業保険を果たすべきです。

質問：アメリカではM I Tに代表されるように、軍事のコン

トラクト・リサーチがきわめて多い。基礎研究に軍事研究

が入り込まない日本の現状と将来の方向はどうなるのか。

油木：日本も、大学の研究開発の予算は科学技術基本計

画で増えています。問題はいかに将来有望な分野に重点

的に配分していく、ブレイクダウンしていくかです。日

本政府の研究開発計画は、一度始めたら止められないと

いう批判があります。こういう状況が基礎研究でも続く

と、大きなマイナスになる。企業や大学が自らの責任で

テーマを選定し、その成果を定期的にリビューする、可

能性のあるものについては投資額を増やすといった対応

が必要です。国がテーマを選定して一極集中型で進める

のではなく、大学や企業も中心とした多次元的なアプロ

ーチで、小さく生んで大きく育てるといった柔軟性が求

められるのです。 （2001年7月13日開催）
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